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１． はじめに
本稿の目的は，新たに調査が開始された，観光庁の「観光地域経済調
査」（速報版）から，観光地ごとの経営の現状，産業の特徴を整理し，同調
査の利用可能性を検討することにある。
観光事業についてはこれまで，ホテル・旅館，テーマパーク，アミュー
ズメント施設といった，個々の事業を運営する企業，施設単位での研究が
数多くなされてきた。そこから数多くの知見が得られたが，観光事業の成
否は，個々の企業・施設での努力のみならず，箱根・有馬・草津・黒川・
湯布院といった，「観光地」(tourism destination) レベルでの経営努力や環境
整備にも大きく依存し，いわゆる「観光地マネジメント」(tourism destination
management) が重要になってくる（二神，2013）。
しかしこういった，観光地レベルでのマネジメントを考えるとき，これ
までの政府統計では必ずしも十分なデータを得ることができなかった。た
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とえば，事業所統計，国勢調査，経済センサスなどは行政区域を対象とし
たもので，観光地や観光活動を意識した調査ではない。それが，観光地域
経済調査では「観光地」ごとの，「観光活動」に関するデータが得られる
ようになったのである。
このような背景から，本稿では，「観光地域経済調査」で明らかになっ
た，観光地域ごとの事業所数，従業者数，売上高，観光売上高，利用者数，
年間費用支払先などのデータを対象に，基本統計量（平均，中央値，標準偏
差，変動係数），相関係数，散布図といった，きわめて簡単な統計分析ツー
ルを用いて，その特徴の分析を試みるものである。
２． 観光地域経済調査の概要
観光地域経済調査は，全国５，８６１の「観光地域１）」に立地する「観光産
業事業所２）」を対象に，２年間の予備調査を経て，平成２４年より実施され
ることになった新しい調査である（観光庁，2013）。
調査対象である「観光産業事業所」とは，世界観光機関 (World Tourism
Organization, UNWTO) が「観光統計に関する国際勧告 2008」(International
Recommendations for Tourism Statistics 2008, IRTS 2008) で規定する観光産業
(Tourism Industries) の分類に対応する業種のうち，「観光客３）」に対して直
１）「観光地域」とは，昭和２５年合併前の旧市町村（約１１，０００地域）のうち，「観
光地点」が存在する５，８６１地域のことである。なお，「観光地点」とは，観
光庁の「観光入込客統計に関する共通基準」に定められている観光・ビジネ
スの目的を問わず，観光客の集客機能を持つ施設又はツーリズム等の観光拠
点となる地点であり，以下の基準を全て満たすものをいう。（１）非日常利用
が多い（月１回以上の頻度で訪問する人数の割合が全体の半分未満）と判断
される地点であること，（２）観光入込客数が適切に把握できる地点であるこ
と，（３）本調査の調査対象時期である平成２３年の前年にあたる平成２２年の
観光入込客数が年間１万人以上若しくは平成２２年のいずれかの月で観光入
込客数が５千人以上であること。
２） 調査対象である「観光産業事業所」は，正確には，（１）観光産業事業所，（２）
観光産業の範囲外の事業所のうち，観光売上のある観光地点の運営を業とす
る事業所の２つのことである。同調査の速報版では（１）のみの結果が公開
されている。
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接商品の販売又はサービスを提供する業種のことである。具体的には，宿
泊サービス，飲食サービス，旅客輸送サービス，輸送設備レンタルサービ
ス，旅行業・その他の予約サービス，文化サービス，スポーツ・娯楽サー
ビス，小売の８業種が対象となっている。
調査票の送付は２０１２年９月，対象事業所数は８８，５７５，回答は４４，２１５
（回収率４９．９％），有効回答は３５，６０３（有効回答率４０．２％）であり，この結果
をもとに統計データの推計が行われている。本稿で利用する速報版では，
有効回答数６０以上かつ観光売上金額の推定誤差率が２０％以下であった
７８観光地域（詳細は付属資料参照）のみの結果が公開されている。
調査項目は，事業所の従業者数，経営組織，消費税の取扱い，売上（収
入）金額及び費用，事業別売上（収入）金額又は割合，主な事業，主な事
業の売上（収入）金額における観光割合，主な事業の売上（収入）金額の
月別内訳等，年間営業費用の項目別内訳及び支払先地域別割合，相手先別
収入額の割合と電子商取引の割合，事業の実施状況などである。
ここではまずはじめに，全国レベルでのデータの特徴を整理しておこう。
観光地域経済調査（平成２４年）によると，前述の観光地域に立地する観
光産業事業所数は１１７万ヶ所，従業者数は８２６万人と推計されている。経
済センサス・基礎調査（平成２１年）によると，全国の事業所総数は６０４万
ヶ所，従業者数は６，２８１万人なので，観光産業事業所の事業所は全国の
１９．４％，従業者数は１３．２％を占めており，観光産業はわが国の重要な産
業のひとつとして位置づけられる。
売上高については，「事業４）」ごとに細かく調査したうえで，事業所の
３）「観光客」とは，観光を目的とした宿泊・日帰り旅行者（観光を兼ねたビジ
ネス客，帰省客を含む）をいい，その目安として所要時間（移動時間と滞在
時間の合計）が８時間以上，または片道の移動距離が８０km 以上の場合をい
う。
４）「事業」は，小売業，旅客運送事業，駐車場事業，物品賃貸事業，宿泊事業，
飲食サービス事業，生活関連サービス，娯楽事業，社会教育事業，政治・経
済・文化団体＆宗教団体の活動，その他で分類されている。
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総売上高を「観光産業事業所の売
上高」，最も大きな事業の売上高を
「主な事業の売上高」，そして主な
事業の売上高の中で観光客に対す
る売上高を「観光売上高」として，３
つのレベルで集計されている（図表
１参照）。たとえば，一般的なホテ
ルであれば，主力事業である宿泊
事業の売上高が「主な事業の売上
高」であり，飲食サービス事業（レ
ストラン・宴会），小売事業（土産物販売）などすべての売上高を合計したも
のが「観光産業事業所の売上高」，そして主な事業である宿泊事業のうち，
観光客からの売上高が「観光売上高」となる。
全国の「観光産業事業所の売上高」合計は８６．７兆円であり，すべての
業種の売上高合計８９５．５兆円（経済センサス・基礎調査ベース）の約１０％を
占める，と試算されている。
図表２は，観光産業事業所の売上高（総売上高），主な事業の売上高，観
光売上高を業種別に整理したものだが，総売上高と主な事業の売上高に大
きな差はなく，総売上高に占める主な事業の売上高の割合は全体で９５．５％
と非常に高くなっている。業種ごとにみると，小売業９７．７％，旅行業・
その他の予約サービス業９７．７％，飲食サービス業９７．５％，旅客輸送業
９６．７％などは高いものの，宿泊サービス業は主な事業が宿泊事業だとし
ても，飲食事業や小売事業といった同時展開する事業の売上高も多いため，
主な事業の売上高の割合は７９．７％と低くなっている。同様に，文化サー
ビス業７２．６％，スポーツ・娯楽サービス業７０．６％も相対的に低くなって
いる。
主な事業の売上高の中で観光売上高が占める割合，すなわち「観光割合」
図表１：観光地域経済調査における
「売上高」の概念
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は，全体で１４．１％と非常に低くなっているが，これは業種ごとに大きく
異なっている。観光割合が高く，観光事業の貢献度が大きい業種は，旅行
業・その他予約サービス業８０．２％，宿泊サービス業５８．２％，文化サービ
ス事業３８．９％，旅客輸送サービス業２７．９％などである。一方，小売業は，
観光売上高の絶対額そのものは全業種の中で最も大きいものの，小売業の
中で観光事業が貢献している割合はわずか６．２％に過ぎない。旅行業・そ
の他予約サービス業，宿泊サービス業，文化サービス業などは観光客相手
の商売という色彩が強いが，小売業は，もちろん観光客相手に土産物・名
産品を売るなどの商売はあるものの，それよりむしろ，地域住民や立地企
業相手の商売から得られる売上高の割合が圧倒的に大きいと解釈できよう。
どのような業種が地域経済に貢献しているのか。事業所数，従業者数，
売上高などの変数から業種別構成比を計算することで，その状況を明らか
にできるが，（１）事業所数・従業者数，（２）売上高（総売上高・主な事業の
売上高・観光売上高）では構成比が大きく異なっている（図表３）。
事業所数・従業者数の構成比は似たようなもので，小売業と飲食サービ
ス業という２つの業種だけで全体の９０％ちかくを占めており，地域の雇
用に対する貢献度の大きさをうかがい知ることができる。しかし，売上高
の構成比はこれとは大きく異なり，総売上高（観光産業事業所の売上高）と
主な事業の売上高では小売業単独での貢献度がさらに大きく，６０％にも
図表２：業種別売上高（単位：百万円）
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達している。その一方で，飲食サービス業の貢献度はむしろ小さく，２０％
以下になっている。観光売上高では，構成比の絶対値としては，小売業
２６．６％が高いものの，事業所数・従業者数のデータで見られたような，
小売業や飲食サービス業の大きな貢献は見られず，旅客輸送サービス業
２３．２％，旅行業・その他の予約サービス業１６．６％，宿泊サービス業１５．９％
など，観光に直接関わる事業の構成比が相対的に高くなっている。
図表３：事業所数・従業者数・売上高の業種別構成比
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ところで，支払先地域別の年間営業費用（仕入・材料費，外注費など）が，
市区町村内，都道府県内（市区町村以外の都道府県内），他の都道府県から，
輸入の４つで公開されており，これを用いると「地産地消率」が計算でき
る。
これを見ると，観光地域が含まれる，市区町村内での地産地消率が高い
業種は駐車場５２．５％，宿泊５０．０％，社会教育４１．４％，物品賃貸４１．３％
といったサービス業であり，反対に，小売１８．７％は低くなる傾向が明ら
かになる（図表４）。
図表４：支払先地域別年間営業費用
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３． 観光地域レベルで利用できる変数
次に，７８の観光地域を対象とした分析を行ってみよう。
ここで，本稿で利用する速報版では，観光地域レベルでの業種分類が，
（１）宿泊サービス，飲食サービス，（２）旅客輸送サービス，輸送設備レン
タルサービス，旅行業・その他の予約サービス，文化サービス，スポーツ
・娯楽サービス，（３）小売という３つの分類に集約されており，またデー
タの欠損も散見されるため，本稿では「宿泊サービス，飲食サービス」（以
下「宿泊飲食」と略す）と「小売」の２つのみを分析対象とする。
分析で利用する変数およびそれらの関係は以下のとおりである。［ ］
は観光地域経済調査の原データの変数 (v10~v62)，【 】は加工後の変数
(x11~x62) を意味している。売上高として，総売上高ではなく主な事業の
売上高を用いるのは，主な事業の売上高と観光売上高が対応しており，そ
れを用いて観光割合を算出するためである。
［事業所数］ 合計 v10＝宿泊飲食 v11＋小売 v12＋他
［従業者数］ 合計 v20＝宿泊飲食 v21＋小売 v22＋他
［売上高（主な事業の売上高）］ 合計 v30＝宿泊飲食 v31＋小売 v32＋他
［利用者数］ 合計 v40＝宿泊飲食 v41＋小売 v42＋他
［年間支払費用］
宿泊飲食合計 v51＝市区町村内 v511＋都道府県内 v512＋県外＋輸入他
小売合計 v52＝市区町村内 v521＋都道府県内 v522＋県外＋輸入他
［観光売上高］ 合計 v60＝宿泊飲食 v61＋小売 v62＋他
【事業所１カ所当たり従業者数】
宿泊飲食 x11＝従業者数・宿泊飲食 v21÷事業所数・宿泊飲食 v11
小売 x12＝従業者数・小売 v22÷事業所数・小売 v12
【従業者１人当たり売上高】
宿泊飲食 x21＝売上高・宿泊飲食 v31÷従業者数・宿泊飲食 v21
小売 x22＝売上高・小売 v32÷従業者数・小売 v22
【事業所１カ所当たり売上高】
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以下では，基本統計量（平均，中央値，標準偏差，変動係数），相関係数，散
布図という，きわめて簡単な統計分析ツールで変数の特徴を整理する。相
関係数は，その値が０．３もあれば，統計的検定が有意になることが少なく
ないが，データの分布が歪んでいることも少なくないため，散布図も併せ
て利用する。なお，相関係数が「高い」「低い」という表現は曖昧で，統
計分析では避けるべき表現かもしれないが，ここではデータの大まかな傾
向を探ることが目的であるため，以下の本文中では，概ね，相関係数（絶
対値）が０．０～０．３は「低い（ない，小さい）」，０．３～０．７は「やや高い（大
きい）」，０．７～０．８以上は「非常に高い（大きい）」という表現を使っている。
４． 事業所数・従業者数・売上高
まずはじめに，観光地域レベルでの，経済活動の「規模」を表す３つの
変数，事業所数，従業者数，売上高（主な事業の売上高）にどのような特徴
があるか，検討してみよう。
これら３つの変数の基本統計量と相関係数をまとめたものが図表５であ
宿泊飲食 x31＝売上高・宿泊飲食 v31÷事業所数・宿泊飲食 v11
小売 x32＝売上高・小売 v32÷事業所数・小売 v12
【客単価】
宿泊飲食 x41＝売上高・宿泊飲食 v31÷利用客数・宿泊飲食 v41
小売 x42＝売上高・小売 v32÷利用客数・小売 v42
【観光割合】
宿泊飲食 x51＝観光売上高・宿泊飲食 v61÷売上高・宿泊飲食 v31
小売 x52＝観光売上高・小売 v62÷売上高・小売 v32
【地産地消率】
宿泊飲食合計 x61＝（年間支払費用・市区町村内 v511＋年間支払費用・都道
府県内 v512）÷年間支払費用・合計 v51
小売合計 x62＝（年間支払費用・市区町村内 v521＋年間支払費用・都道府県
内 v522）÷年間支払費用・合計 v52
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る。この表を見ると，平均と中央値の差が非常に大きいことに気づく。こ
れは，多くのデータは中央値付近に集まっているものの，いくつかの外れ
値が存在するため，平均が引きずられて中央値よりも大きな値となり，正
規分布よりも歪んだ分布になっていることを意味している。変動係数（標
準偏差÷平均）を計算してみると，標準偏差が平均より大きく，いずれの
変動係数も１．０以上の値になっており，データのバラツキはかなり大きな
ものとなっている。また，事業所数，従業者数，売上高の相関係数は，合
計，宿泊飲食，小売のいずれの段階においても，０．７４５から０．９６９という
図表５：事業所数・従業者数・売上高の基本統計量と相関係数
注） 事業所（単位：ヶ所），従業者数（単位：人），売上高（単位：百万円）
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非常に高い値を示している。当然のことながら，事業所数が多ければ従業
者数も多くなり，売上高も大きくなる，という，極めて高い相関関係が確
認できる。
このように，事業所数，従業者数，売上高のデータをそのまま利用した
のでは，分布に歪みがあり，データのバラツキもかなり大きいため，以下
では，事業所１カ所当たり従業者数 (x11, x12)，従業者１人当たり売上高
(x21, x22)，事業所１カ所当たり売上高 (x31, x32) を新たに計算して利用し
てみよう。これらの基本統計量と相関係数を見ると，前述に比べて，平均
と中央値の差は小さく，変動係数も１．０未満（０．２５から０．６８まで）に収ま
っていることがわかる（図表６）。
事業所１カ所当たり従業者数 (x11, x12) の平均は宿泊飲食６．８人，小売
図表６：事業所１カ所当たり従業者数，従業者１人当たり売上高，
事業所１カ所当たり売上高の基本統計量と相関係数
注） 事業所１カ所当たり従業者数（単位：人），従業者１人当たり売上高（単位：百万円），
事業所１カ所当たり売上高（単位：百万円）
「観光地域経済調査」にみる観光地マネジメント
― ―２４３
６．５人である。両変数に相関はなく（相関係数０．１６３），宿泊飲食の事業所
規模が大きいと，小売の事業所規模も大きくなるという傾向は見られない。
また，事業所数 (v11, v12) との相関係数は，宿泊飲食で０．００３，小売でも
０．０６４に過ぎず，事業所数が多い観光地域ほど事業所１カ所当たりの従業
者数が多い，という傾向も見られない。事業所１カ所当たり従業者数と非
常に高い相関のある変数は，事業所１カ所当たり売上高 (x31, x32) で，相
関係数は宿泊飲食０．８２４，小売０．９３７である。
従業者１人当たり売上高 (x21, x22) の平均は宿泊飲食４．９百万円，小売
１４．６百万円であり，小売の売上高は宿泊飲食の約３倍となっている。両
変数に相関はなく，相関係数は０．０７８である。同様に，事業所１カ所当た
り売上高 (x31, x32) の平均は宿泊飲食３３．８百万円，小売９７．０百万円，こ
れも小売の売上高が宿泊飲食の約３倍であり，両変数に相関も見られない
（相関係数０．０３３）。
事業所１カ所当たり従業者数は事業所の「規模」を表す変数といえるが，
事業所１カ所当たり売上高もこれと相関が非常に高いため（相関係数は宿
泊飲食０．８２４，小売０．９３７），同様に規模を表す変数とみなすことができよう。
一方，従業者１人当たり売上高は，規模を表す変数（事業所１カ所当たり従
業者数）と相関はなく（宿泊飲食０．２５８，小売０．２１０），むしろ，事業所１カ所
当たり売上高とやや高い相関がある（宿泊飲食０．７２５，小売０．５０５）。
これらのことから，事業所１カ所当たり従業者数と事業所１カ所当たり
売上高が「規模」を表す変数とみなされるため，事業活動の「成果」を表
す変数としては「従業者１人当たり売上高」を本稿では用いることとする。
５． 利用客数と客単価
次に，利用客数 (v41, v42) と客単価（売上高÷利用客数；x41, x42）の関係
について検討してみよう。
利用客数の平均は宿泊飲食８，９４１人，小売１８，８７０人だが，その中央値
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は宿泊飲食２，９１０人，小売７，４６５人であり，両者には大きな差があり，変
動係数が１．０を超えていることからも，分布に歪みが生じている様子がう
かがえる（図表７）。平均・中央値いずれで見ても，小売は宿泊飲食の２倍
から３倍の利用客数がある。
一方，客単価の平均は宿泊飲食２，３５９円，小売２，１４３円，中央値は宿泊
飲食１，７４１円，小売１，９３９円である。変動係数は１．０を下回っており，利
用客数の分布よりも小さなバラツキになっている。両変数の相関係数は宿
泊飲食－０．２３０，小売－０．１３１で，相関はほとんどみられず，利用客数が
多いからといって，客単価は高いとはいえない傾向にある。
客単価と従業者１人当たり売上高の相関係数は宿泊飲食０．５７９（x41と
x21），小売０．３６２（x42と x22）であり，やや強い相関がある程度と思われ
るが，図表８のような散布図で見ると，その分布に特徴のあることがわか
る。すなわち，宿泊飲食では客単価が高くなると従業者１人当たり売上高
が右肩上がりに，直線的に増える傾向がある。これに対して小売では，客
図表７：利用客数・客単価の基本統計量と相関係数
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単価が高くなるにしたがって，従業者１人当たり売上高のバラツキが増え
る傾向が見られる。小売の場合，客単価以外の要因が大きな影響を与えて
いることが予想できよう。
６． 観光割合とその影響
観光売上高 (v61, v62) の平均は宿泊飲食４，４３０百万円，小売４，９７２百万
円で，中央値は宿泊飲食２，２２７百万円，小売１，２７１百万円，平均と中央値
には大きな差があり，また，変動係数も宿泊飲食１．３８２，小売４．２６２と非
常に大きな値となっているため，データが大きく歪んでバラツイている様
子がうかがえる（図表９）。
観光割合 (x51, x52) の平均は宿泊飲食３１．９％（中央値２４．２％），小売
１２．４％（中央値６．６％）であり，宿泊飲食の観光割合が小売よりもかなり大
きくなっていることがわかる。両変数に相関関係は見られないものの，宿
泊飲食，小売ともに観光割合の高い観光地域には大都市から離れた温泉地，
図表８：客単価と従業者１人当たり売上高の関係
成城・経済研究 第２０２号 （２０１３年１２月）
― ―２４６
景勝地が多く，たとえば，小国町，鳥羽市，湯河原町，弥彦村，那須塩原
市，南房総市，加賀市，伊東市（対島村），大洗町，長岡市，魚沼市，高山
市，仙北市，焼津市などが含まれている。
観光割合と客単価の相関係数は，図表９のように，宿泊飲食０．６１６，小
売０．１９２となっている。これを散布図に描いてみると（図表１０），宿泊飲
食に比べて小売の観光割合が小さいため，小売のプロットは左下象限に集
中し，観光割合と客単価には相関は見られない。一方，宿泊飲食の分布は
歪んでおり，観光割合が低い地域ではやや右肩上がりの相関関係を示し，
観光割合が高い地域では客単価のバラツキが大きくなっている。宿泊飲食
と小売の比較でいえば，（１）観光割合が低い，都市部のような地域では宿
泊飲食よりも小売の客単価の方が若干高く，逆に，（２）観光割合が高い，
図表９：観光割合と他の変数の基本統計量と相関係数
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観光への依存度が高い地域では小売よりも宿泊飲食の客単価の方が高いと
いう傾向が見られる。ただしこれは，客単価が相対的に高い宿泊と，必ず
しも客単価が高くない飲食がひとつの分類でまとめられているため，疑似
相関である可能性は否定できない。
次に，観光割合と地産地消率 (x61, x62) との関係を見てみよう。ここで，
地産地消率とは，年間費用支払額のうち，どれぐらいの割合を観光地域が
立地する都道府県内に支払っているかを示したものである。地産地消率の
平均は，宿泊飲食８０．３％，小売６７．０％であり，小売よりも宿泊飲食の地
産地消率が高くなっている。変動係数は，宿泊０．２１７，小売０．６８０で，小
売の方がデータのバラツキが大きくなっている。
観光割合と地産地消率の相関係数は宿泊飲食０．４３１，小売－０．１６９で，
宿泊飲食での相関がやや高くなっている。これを散布図に描いてみると，
データの分布が歪んでいる様子がうかがえ，宿泊飲食，小売ともに，観光
図表１０：観光割合と客単価の関係
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割合が高くなるほど地産地消率のバラツキが小さくなる傾向が見いだせる。
とくに観光割合５０％以上では，地産地消率が５０％を下回る観光地域は皆
無に等しくなることは特筆に値する。これは，観光依存度の高い地域では
地産地消活動が活発である，という仮説を支持するひとつの材料となるだ
ろう。観光割合と地産地消率は相関はないが，観光割合の高い地域では総
じて地産地消率が高く，低い観光地域では地産地消率が高い地域もあれば
そうでない地域もあり，混在している，ということがわかる。
７． 観光地域経済調査の利用可能性
本稿では，新たに調査が開始された，「観光地域経済調査」の速報デー
タを用いて，データの特性と傾向を整理した。
これまでの分析のうち，全国レベルの集計からわかったことを整理する
と，
図表１１：観光割合と地産地消率の関係
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（１） 主な事業の売上高に占める観光売上高の割合（観光割合）を「業種」
ごとにみると，観光への依存度が高い業種は旅行業その他８０．２％，
宿泊５８．２％，文化３８．９％などであり，低い業種は小売６．２％であ
る（図表２）
という傾向が見られるものの，
（２） すべての業種のデータを「合計」して業種ごとの構成比をみると，
観光売上高への貢献度が最も大きいのは小売２６．６％，次いで旅客
輸送２３．２％であり，「業種」ごとで見た観光への依存度が高かった，
旅行業その他１６．６％，宿泊１５．９％は相対的に観光売上高への貢献
度が低い（図表３）
ということであった。観光売上高に限らず，総売上高や主な事業の売上高
でも，圧倒的に小売の構成比が大きいため，全体の集計結果で見れば，小
売が最も観光地域経済に貢献している，という結論が導かれやすい。たし
かに，地産地消に特化した，小売や飲食が観光を主導する観光地域もある
かもしれないが，観光依存度の高い業種，宿泊，文化，旅客輸送，旅行業
その他が観光客を誘引し，その波及効果として小売や飲食が恩恵を受けて
いるという構図を考えるのがむしろ適切であろう。本稿での分析全般から
言えば，宿泊飲食は観光活動との相関が高いが，小売は必ずしもそのよう
な関係は高くなく，観光活動が活性化した結果，小売が恩恵を受けている，
あるいは観光活動とは無関係に，都市の規模などから小売の経済活動が活
性化している様子が見て取れる。観光活動が業種に与える影響については
さらなる詳細な分析が必要である。
観光地域レベルでは，多くの変数の分布が歪みを生じているため（図表
５），事業所１カ所当たり売上高や従業者１人当たり売上高，観光割合や地
産地消率のような指数化した変数で分析を行い，以下のような点を明らか
にした。
（３） 事業所１カ所当たり従業者数，事業所１カ所当たり売上高の相関は
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非常に高く，「規模」の変数として利用できる（図表６）。従業者１
人当たり売上高は，これら２つの変数と必ずしも高い相関が見られ
なかったため，「規模」の変数ではなく，「成果」の変数として利用
した。
（４） 利用客数が多い観光地域では客単価が高い，という傾向は，相関係
数を見る限り，見いだせなかった（図表７）。
（５） 客単価と従業者１人当たり売上高の関係は，宿泊飲食では相関が高
く，客単価が高くなると従業者１人当たり売上高が増える傾向が見
て取れた。これに対して小売では客単価が高くなるにつれて，従業
者１人当たり売上高のバラツキが大きくなる傾向が見られた（図表
８）。
（６） 観光割合と客単価の関係を見ると，観光割合が低い，都市部のよう
な地域では宿泊飲食よりも小売の客単価の方が若干高く，逆に，観
光割合が高い，観光への依存度が高い地域では小売よりも宿泊飲食
の客単価の方が高くなる傾向が見られる。ただし，これは，客単価
が相対的に高い宿泊と，必ずしも客単価が高くない飲食がひとつの
分類でまとめられているため，疑似相関である可能性は否定できな
い（図表１０）。
（７） 地産地消率の平均は，宿泊飲食８０．３％，小売６７．０％であり，小売
よりも宿泊飲食の地産地消率が高くなっている。観光割合と地産地
消率の関係を見ると，両変数の相関係数は低いものの，観光割合の
高い地域では総じて地産地消率が高く，低い観光地域では地産地消
率が高い地域と低い地域が混在している傾向が見て取れる（図表
１１）。
ここで用いたデータにはいくつかの制約があり，分析にあたっては注意
が必要であることも明らかになった。そのひとつが「宿泊飲食」という業
種カテゴリーである。客単価でいえば，本来，宿泊の客単価は小売よりも
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高いと考えられるが，この調査結果では，客単価の中央値が宿泊飲食１，７４１
円，小売１，９３９円とほぼ差がなくなっている。この宿泊飲食の変数が，宿
泊の貢献度が大きいのか，飲食の貢献度が大きいのかはわからない。今後，
宿泊と飲食を分けてデータが公開されることが期待される。
また，本稿では，サンプルサイズ７８の観光地域レベルの変数を，基本
統計量・相関係数・散布図という，きわめて簡便な方法を用いて，変数ご
との分布の特徴や変数間の相関関係を整理してきたわけだが，観光地域の
名称も公開されているため，「複数の観光地域間の比較分析」も可能であ
ろう。たとえば，歴史的観光資源を有する観光地域間，温泉街を有する観
光地域間，都市型観光地と遠隔地型観光地間で，観光依存度（観光割合）
の影響を調べる，といったことが考えられよう。しかし今回利用したデー
タでそのような分析を試みたものの，宿泊と飲食が同じカテゴリーの数字
となっていることなどの景況か，必ずしも解釈できる結果を提示すること
はできなかった。新しい統計であり，データのクセ，傾向などをまずは統
計的に整理しつつ，そのような特定の地域間での比較が必要になってくる
ものと思われる。
今後，データが整備されるにしたがって，たとえば，(a) 観光割合の高
低によって，観光地域間にどのような産業構造のちがいが見られるか，
(b) 売上高を利用客数×客単価の２つの要因に分解したとき，観光地域間
で利用客数や客単価の傾向にどのような特徴が見られるか，(c) 地産地消
率が高い観光地域ではどのような産業構造の特徴が見られるか，といった
分析が可能となろう。これについては別稿でさらに検討を続けたい。
付 属 資 料
［分析対象の観光地域：７８地域］
北海道：函館市，網走市，旭川市，上富良野町，富良野市，江差町，八雲町，
青森県：青森市，八戸市，秋田県：仙北市，山形県：米沢市，酒田市，福島県：
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会津若松市，須賀川市，茨城県：大洗町，神栖町，潮来市，栃木県：日光市（今
市町），日光市（日光町），那須塩原市，群馬県：渋川市，みなかみ町，千葉県：
南房総市，茂原市，成田市，東京都：日野市，神奈川県：湯河原町，山梨県：甲
府市，新潟県：弥彦村，長岡市，魚沼市，湯沢町，上越市，富山県：射水市，石
川県：金沢市，加賀市，穴水町，長野県：松本市，下諏訪町，茅野市，原村，大
町市，福井県：敦賀市，岐阜県：高山市，中津川市，静岡県：伊東市，伊東市（対
島村），御殿場市，焼津市，愛知県：常滑市，豊田市，三重県：菰野町，鳥羽市，
滋賀県：彦根市，京都府：京都市中京区，東山区，山科区，右京区，西京区，宇
治市，京丹後市，兵庫県：相生市，赤穂市，奈良県：奈良市，奈良市伏見町，島
根県：境港市，出雲市，岡山県：倉敷市，広島県：廿日市市，山口県：山口市，
萩市，愛媛県：松山市，福岡県：福岡市博多区，熊本県：山鹿市，小国町，大分
県：別府市，鹿児島県：指宿市，沖縄県：本部町
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